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研究成果の概要（和文）：　本研究はコンテンツ産業における組織の創造性活性化のメカニズムとそれを行うプロデュ
ーサーのあり方を検討した。その結果、プロデューサーは、現場型、経営型に分かれるものの、ネットワーク、知識、
製作スキルを持ち、発展する行動を取ることが、創造的なキャリアとなることが示され、彼らがプロジェクト組織にお
いてネットワーキング、組織貢献、革新行動をとらせることが効果的だと明らかになった。日本の映像コンテンツ産業
は、製作委員会という新ビジネスモデルのもとで、異業種企業間提携ネットワークが発達し、共有するソフト、ハード
の経営資源を活用することで収入多元化した。ただ、その国際化、クラスター化には課題を持つ。

研究成果の概要（英文）：This research project aims to examine new creative capabilities of production 
project organizations and creative routines of producers in Japanese contents industries. In Japan, a 
cross-industry interfirm alliance of moving pictures and contents industries, so called “production 
consortium,” has been developed as a new style of production project organization. It enables multi-use 
and diversifies income resources of contents. Eventually, it has evolved interorganizational networks and 
widened alliances, sharing managerial and financial resources. Thus, these networks become new social 
capital for contents production business. However, its internationalization of production consortium have 
problems, in adapting in Asian cultural contexts and exporting them. Producers in Japanese contents 
industries construct creative routines for this new business model, if they develop network, motivation 
and skill in these interfirm networks, instead of difficulties of their internationalization.

研究分野： 経営組織論

キーワード： コンテンツ産業　プロジェクト組織　創造産業　プロデューサー管理能力　創造性活性化　クリエイテ
ィブケイパビリティ　創造産業クラスター
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１．研究開始当初の背景 
 日本コンテンツ産業は、その国際競争力にお
いて大きな経営課題を抱えていると言われる。
コンテンツ産業は、近年、新たなコンテンツや
デザインを創造する能力を持つ産業として、「創
造産業」として概念化されているが、経営組織
論の領域では、企業が組織的な創造性をどう構
築、発揮するかという面で新たな理論と分析枠
組が導入されている（Bilton, 2007）。従って、
近年のコンテンツ産業の組織論的研究では、企
業組織における創造性活性化をする組織能力の
構築やその内容についての関心が集まっている。
こうした面をコンテンツ産業のバリューチェー
ン、プロジェクト組織、プロデューサー能力に
ついての次元から分析する枠組みの検討と日本
と他国の国際比較が求められている。 
（１）本研究の位置づけ 
 日本のコンテンツ産業は、制作者のプロフェ
ッショナル主義・厳密な権利管理・大作志向に
よるハリウッドメジャー型のモデルとは異なる
独自の産業システムを遂げながら国際的な存在
感を示してきたが、メディア再編のなかで、そ
の発展可能性も曲がり角を迎えている（出口他
編、2009; 山下, 2005）。日本の価値連鎖全体の
国際レベルでの低収益性は、かねてから業界全
体で問題視され、2000 年代に入り日本政府もコ
ンテンツ産業振興策において、国際競争力につ
いて検討を行ってきた。ただ、日本のコンテン
ツ産業の近代化・資金調達円滑化・海外展開支
援を組み合わせた既存政策は、その独自の強み
や資源を必ずしも有機的に連関できていない。
もはやコンテンツ産業研究からコンテンツ創造
に関わる組織能力力マネジメント研究への移行
を要している(Bilton, 2007)。 
海外の先進事例の学術研究のなかでは、コンテ
ンツ産業における国際プラットフォームのなか
で、製作ネットワーク組織の創造性を活性化さ
せるプロデューサー能力特性が創造的組織能力
（Creative Capabilities）と位置づけられ、競
争力源泉として国際的に重視され、開発課題に
なっている（Bilton, 2007）。企画から製作・流
通までを束ねるプロジェクト・ネットワークの
開発と管理は、企業家的な視野をもった提携関
係の構築と管理に関する広い知識とスキルが不
可欠である(Svejenova,2005)。 
従来の日本型モデルのコンテンツ製作におけ

る国際競争力の問題点は、アジアベースの国際
製作のネットワーク組織を動かすのに必要なプ
ロデューサーの創造性活性化能力の不足に起因
すると考えられる。 
（２）国内外の研究動向 
 日本のコンテンツ産業の特徴については、経
済学・地理学・法学等の研究成果を利用しなが
ら、文化産業の公共政策としての検討が行われ
てきた（河島、2009）。こうした創造的産業分
野でのプロジェクト・ネットワークの研究は、
近年、急速な展開があり、デジタル化を起点に
創造性と国際的産業集積のパラドクスなど、研

究蓄積が積み重ねられてきている（Lampel and 
Meyer, 2008）。特に、業界内外をまたぐ異業種
間プロジェクト組織の管理面が重要な分析単位
として定着しつつあり、創造的産業における成
果の成否を分けることがわかってきている
（Bilton, 2007)。若林ら(2010)も、日本の製作
委員会を独自の異業種間製作組織として研究を
進めてきた。だが、国際的分業を内包する制度
的メカニズムとその中核としてのプロデューサ
ーの製作プロジェクトネットワーク組織に対す
る構築・管理能力の検討については十分に行わ
れていない。 
 
２．研究の目的 
 日本と欧米・アジアのコンテンツ産業の制度
的メカニズムの特徴を国際比較しながら、国際
共同研究ネットワークの動きに連動しつつ、ア
ジアベースの国際コンテンツ製作のプロジェク
ト及びそのネットワークに於いて創造性を活性
化するメカニズムの調査分析を行う。以上から
競争力を持つ国際製作組織に対するプロデュー
サーの組織における創造性活性化能力
（Creative capability）の日本的特性の検討と
その国際的な比較を行う。 
これは、日本を中心としながら、①どのよう

な製作プロジェクト組織の展開があり、そこに
おいて②どのように創造的な製作者を評価、ネ
ットワーク化、開発しているかについて国際比
較で調査研究することを考えている。そして③
コンテンツ製作のプロジェクト組織において、
その創造性を醸成するプロデューサー能力の特
質について分析したい。さらに海外研究協力者
との共同研究を通じてその日本的特性を分析し、
ひいてはアジア特性の検討も行うことも目的と
している。 
こうした研究を通じて、本研究の特色は、従

来の日本のコンテンツ産業に関して、バリュ
ー・チェーン（価値連鎖）と企業間分業に関わ
るネットワーク組織の特徴とそれを開発・管理
するプロデューサーの特徴を記述分析するだけ
ではない、創造性活性化能力についての組織理
論の枠組みを導入しながらその特性と能力を分
析するところにある。それを通じて、日本のプ
ロデューサーについて、創造産業の経営管理者
としての創造性活性化能力と競争力の向上の課
題と方向性を検討する。 
 
３．研究の方法 
本研究は、コンテンツ製作組織の持つ組織能

力とそれを活性化するプロデューサーの能力
（Creative Capability）の日本的特性を明らかに
し、その国際化課題を検討するために、研究課
題を以下 4つのサブテーマに分けて内外の調査
研究を行い、海外研究協力者との共同研究を行
った。第一に、プロデューサーのコンテンツ製
作組織における組織的な創造性活性化能力とプ
ロデューサーの活性化能力の経営学理論の展開
の分析と日本的特性の調査分析を行った。第二



に、映像産業における異業種間製作ネットワー
ク組織のメカニズムの時系列的分析と国際比較
を行い、そこで組織の創造力活性化を促進する
プロデューサー能力の調査分析を行った。第三
に、日本の出版産業の国際化と電子化について
研究し、それに伴う製作・流通の変化について
の調査研究を行った。第四に、新たな産業クラ
スターとして、コンテンツ製作に関する創造産
業クラスター開発についてのフィールド調査と
その日欧比較を行った。 
 
４．研究成果 
（１）組織の創造性活性化能力理論の分析 
 今日、国際的なイノベーション競争が激しく
なる中で、会社がどのように創造性を高め、新
たな技術やサービスを生み出すかについて、国
際的な経営学的な研究関心が高まり、その理論
的な研究が進んでいる。こうした点について、
若林（2015）は、研究整理を行い『日本経済新
聞』に発表した。Amabile(1997)は、会社の創造
性とは、イノベーションのきっかけを作り、新
規で実用的なアイディアを生み出す活動である。
日本企業は、確立されたビジネスで高い改善性
をみせる反面、新規ビジネスの創造には強くな
いとの一般的な見方がある。 
 関口(2015)は、組織での創造性について、企
業内で事業創造を担う上で、事業を創造するこ
とに自信を持っている｢事業創造効力感｣として
捉えて、それに影響を与える従業員の行動特性
に関する分析枠組を構築、分析した。従来の組
織行動論の研究を概観しながら、「プロアクティ
ブ行動」、｢逸脱行動｣、｢ネットワーキング行動｣
の 3 要因がこの自信を高めるとみて、日本企業
の従業員調査を行い、その影響を確認した。そ
して、それらの 3 要因の背景に、対人関係スキ
ル(社会的スキル)、創造的内発動機、リスク志
向の意識を持っている｢アントレプレナー的な
側面を持つ組織人｣であることも確認した。この
ように、「プロアクティブ行動」、｢逸脱行動｣、｢ネ
ットワーキング行動｣の 3 要因を高めることが
創造的な事業への取り組みを誘発することが確
認できた。 
 山下（2016）は、映像産業の創造的なプロデ
ューサーのキャリア開発を分析している。そこ
ではプロデューサーが実態的に、現場型と経営
型に分かれていると指摘する。その上で、キャ
リア開発モデルとしては、山田・山下(2010)で
もとりあげた Career Capital Pyramid Model が創
造的なプロデューサーのキャリアにつながりや
すいと考えた。そして、そこでの実際の創造的
なプロデューサーを作ったキャリアパスは、企
画にも精通した経営型プロデューサーの場合に
は、相対的キャリア形成であり、また現場型プ
ロデューサーの場合には、創発的キャリア形成
であると分析した。 
（２）製作ネットワーク組織 
 日本映画ビジネスは、2000 年代に入り、｢製
作委員会｣方式という独自の映画製作のビジネ

ス・モデルの普及と共に、再生した点を山下
（2014）や若林ら（2015）は明らかにした。 
製作本数も拡大するとともに、2000 年代に入

ると国内映画市場での市場占有率に関してハリ
ウッド映画を逆転した。その背景には、1990 年
代以降の映画産業の企業だけではなく、異業種
の企業が映画製作 に関する提携を行う「製作委
員会」という形態での映画製作数の拡大が見ら
れる。製作委員会とは、「コンテンツの共同製作
のために、複数産業からの企業から構成される
短期的な企業間プロジェクト組織」であり、映
画製作は主として大手テレビ放送企業が幹事と
なる場合が多い（山下, 2005; Wakabayashi et al., 
2014）。この活動は、映画製作そのものではなく、
むしろ映画製作に関する企画、資金計画や資源
獲得、知的財産権管理、収益管理などの事業管
理を行う仕組みである。映画の場合、典型的に
は、テレビ放送会社が幹事となり、映画会社、
出版社、広告代理店、映画製作企業などのメデ
ィア企業や、キャラクタービジネスに関わる玩
具メーカー、非メディア系のスポンサー企業な
どが一業種一企業の原則で入る。2000 年代以降
の日本の主要映画は、製作委員会で作られてい
る。こうした製作委員会の発展は、映画製作に
関わる企業間ネットワークを成長させると共に、
そのネットワークの内から続々と新たな製作委
員会が生まれる好循環を生み出している。 
製作委員会は、映画及びコンテンツ製作に関

する異業種企業間提携であり、その展開は、そ
れに関わる企業間ネットワークを発展させるだ
けではなく、そのネットワーク自体が映画製作
に関わる知識、ノウハウ、ルーティン、価値観、
モティベーション、資源などを共有する場にな
っている。今日の提携理論では、ネットワーク
に、提携を行うのに必要な協力相手、経営資源、
価値、知識、ルーティンが保有されており、そ
れはネットワークの有する提携に関する「社会
関係資本（Social Capital）」と考えられている
（Salk & Vora, 2006）。若林ら（2014;)2015）は、
こうした製作委員会が作る企業間提携ネットワ
ークが 2000 年代一貫して発達していることを
明らかにした。そして、アニメーション映画を
製作する固定的で継続的な企業集団が高い成果
を上げていることを示した。さらには、このネ
ットワークの中核に、製作委員会の代表的メン
バー企業である常連 37 社があり、それらが持ち
寄る知識、ルーティン、ノウハウ、資源、事業
機会などには、優位性があるため、その 37 社の
参加は興行業績を高める経営効果があることを
明らかにした。この常連 37 社の企業間ネットワ
ークは、現在、映画製作に関する｢実践の共同体｣
を形成していることを明らかにした。EGOS、,
欧州経営学会連合（EIASM）文化組織経営研究
会、オックスフォード大学日産日本研究所セミ
ナーで研究報告しより一定の評価を受けた。ま
た、Research Policy 誌にて評価された。 
ただ、山田(2013)は、第 6 回京都大学国際サ

ービスイノベーションシンポジウムにおいて基



調講演をし、こうした製作委員会は、日本の独
自性であるものの、国際化、アジア化には、大
きな課題を抱えていることを指摘した。また、
中本(2016)は、台湾におけるドラマ制作の人的
ネットワークを分析して、中国語圏に展開する
上で重要なネットワーク資源が視聴率上昇の場
合は経営サイド、中国語圏浸透にはクリエータ
ーサイドと異なることを明らかにしている。 

（３）日本の出版産業国際化 
日本出版産業全体からみれば相対的に国際化

の程度は未だ小さく、今後の発展の余地は大き
く残されているといえる。神吉(2016)はそのよ
うな中で、株式会社トーハンのパリでのジャパ
ン・エキスポへの関わりを通して、日本出版流
通企業の国際化活動の事例分析し、出版産業独
特の国際化の展開を示した。 
日本の取次業者であるトーハン社はパリで開

催されている Japan Expo において、出展企業や
団体に対して、事務作業のサポートや代行サー
ビスを提供している。その役割を担うにあたり、
取次業で築き上げたコンテンツとの接点や信頼、
および関係性をマネジメントする組織能力が活
用されている。 
（４）創造産業クラスターの発展と課題 
ポーターが先鞭をつけたクラスターという概

念は、いま創造産業への適応が考えられている。
既存の産業クラスター研究においては、もっぱ
ら、製造集積、ハイテク産業の集積がこれまで
焦点だった。しかし、近年は、サービス産業、
ことに米国ハリウッドのコンテンツ産業や欧州
デザイン産業などの新たな創造産業クラスター
とそのイノベーションメカニズムが研究課題と
なってきた。新古典派経済学、進化経済学を背
景とし地理的近接性がもたらす外部経済性の獲
得を論理とする経済合理性に基づくクラスター
像が提示される一方、制度派組織論が説明する、
組織的近接性に基づく、知識の獲得、流通、ま
た共有された規範を基盤とした社会的関係を論
理とする説明も存在する。特に後者は埋め込み、
場のマネジメント、実践共同体などの概念での
論考が多い。 
 ただ、クラスターにおける創造性という概念
を考えるに当たり、その組織を超えた空間的な
ものをいかにマネジメント、ガンバナンスを行
なっていくかについては難しい問題を抱えてい
る。それは創造産業の特殊性が絡む問題である
が、Inagaki(2016)では特に、創造産業クラスタ
ーの形成過程におけるクリエイターと政策主体
の関係をミクロレベルの視角から検討を行なっ
た。 
 大阪にあるメビック扇町という創造産業クラ
スターを事例に行われた Inagaki(2016)の調査は、
7 人のフリーランスクリエイター（グラフィッ
ク・デザイナー）と政策担当者としてのインキ
ュベーションマネジャー（メビック扇町所長）
を対象に半構造化インタビューが行われ、独自
の集積のメカニズムの特性が検討された。 

 インタビューから、クリエイターの既存の取
引関係からの脱却、またそれに果たす、政策担
当者役割、クリエイター間の関係性の再構築等
のプロセスが詳細に記述された。その中で、創
造産業クラスターが機能するためのインセンテ
ィブを考える事の重要性、また、適切な人的資
源を巻き込むための政策担当者の能力について
指摘がされる。政策担当者は社会的なスキル（他
人をモチベートして制度的変更のために協力を
させる能力）の開発が求められる。 
 その意味では、地域のコンテンツ創造を社会
的な企業家の意味で展開する主体の役割が重要
となる。野口（2016）は、若林と共に、近年地
域活性化を考える議論でも同様に重要となる上
記政策担当者のような、人を巻き込み、その気
にさせる主体についての議論を行った。ここで
は特に地域貢献への注目が必要となった大学
（NPO）の、地域活性に果たす役割、中でも社
会科学系の大学教員の地域活性に果たす役割に
ついて議論をしている。大学教員という存在は
地域活性化における重要なアクターの 1 人で
あり、その地域をプロデュースする役割、つま
り地域プロデューサーとしての役割が今後重要
となる。それは地域社会を活性化するプロジェ
クトを立案、サポートし、それを動かす活動シ
ステムを作り、動かす役割を意味している。 
社会科学系の大学教員は目に見える技術が不

足するなか、そのビジョンでの連携を可能とす
る共通項を見つけ、そのプロジェクトを達成す
るために行う手段を設える必要性がある。それ
は各主体のフリーライドを避けるため、一つの
大目的に即し仕事を統合することを避け、個々
のアクターで目的を設定し、仕事をしてもらう
ことを指摘しているのである。地域主体を多く
取りいれ、そのプロジェクトの継続性を鑑み、
システム化を行うプロデューサーとしての地域
プロデューサーとしての活動が指摘される。 
（６）まとめ 
 本研究はコンテンツ産業における組織の創造
性活性化のメカニズムとそれを行うプロデュー
サーのあり方を検討した。その結果、プロデュ
ーサーは、現場型、経営型に分かれるものの、
ネットワーク、知識、製作スキルを持ち、発展
する行動を取ることが、創造的なキャリアとな
ることが示され、彼らがプロジェクト組織にお
いてネットワーキング、組織貢献、革新行動を
とらせることが効果的となることがわかった。
日本の映像コンテンツ産業では、製作委員会と
いう新ビジネスモデルのもとで、異業種企業間
提携ネットワークが発達し、共有するソフト、
ハードの経営資源を活用することで収入多元化
している。ただ、その国際化、クラスター化に
は課題を持つ。 
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